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令和８年度「次世代の学校・教育現場を見据えた先端技術の利活用推進」にかかる情報提供依頼

（RFI） 

実施要項 

 

文部科学省 初等中等教育局 学校情報基盤・教材課 

学びの先端技術活用推進室 

 

１．背景・目的 

急速に発展する AI ・ロボティクス 等の先端技術は学びの変革や学校教育の質向上を実現する可能性を

秘めており、文部科学省では学校教育における先端技術の利活用可能性を探るための実証事業や調査研

究を進めています。そのため、学校教育における先端技術の利活用に向けたアイディア、知見・ノウハウ、

技術・サービス等の情報を参考としたく、令和８年度「次世代の学校・教育現場を見据えた先端技術の利

活用推進」事業に関する情報提供依頼（RFI）を実施します。 

 

２．募集情報 

 学校教育における先端技術の利活用に関すること 

 

 ※本事業では、学校教育において活用可能な先端技術が幅広く集まること、またその技術が教育課題

に即した形で効果的に活用されるか、またその実装に向けた論点を洗い出し、成果・課題の検証を進める

ことのできる実証を行います。既に学校教育に普及している技術ではなく、新規性があり、かつ効果的で

汎用可能性のある技術について広く情報提供を頂きたいと考えております。 

 

３．応募者の要件 

① 小学校、中学校、高等学校（通信制課程を除く）、義務教育学校、中等教育学校若しくは特別支援

学校の設置者（国立学校にあっては当該学校を設置する国立大学法人、公立学校にあっては当該学校

を設置する教育委員会又は公立大学法人、私立学校にあっては当該学校を設置する学校法人、株式会

社立学校にあっては当該学校を設置する株式会社をいう。以下同じ。） 

② 前項①の他、法人格を有する団体 

 

４．募集期間 

  令和８年３月４日（水）から令和８年３月２７日（金） 

 

５．情報提供の方法 

  １）情報提供の内容 

 情報提供類型・活用する技術・技術を活用した企画の概要等について記入してください。      

 （複数のテーマの情報提供を行う場合には、そのテーマごとに記入をすること） 



 

 必要に応じて、補足説明資料（任意様式）も添付してください。 

 

※情報提供類型とは 

本事業では以下の２つの類型で実証を想定しています。 

 

教育課題特定型実証研究 

既存の解決方法では解決が困難な課題を起点とし、先端技術による課題解決の可能性を探る実証研究を

行う類型 

教育課題のイメージ：人口減少地域における遠隔授業の可能性、学校安全、不登校への対応 

 

先端技術提案型実証研究 

教育場面で活用可能性のある先端技術を起点とし、教育の課題解決や質の向上に資する活用の方策に向

けた実証研究を行う類型 

先端技術のイメージ：センシング、AR ・VR ・XR、エッジ AI、モーションキャプチャー、ブロックチェ

ーン、デジタルツイン、ネットワーク関連技術、ロボティクス等 

 

 

  ２）提出方法 

    以下 URL より情報提供を行うこと。また添付資料については所定 URL より提出し、ファイル

名などは指定した通りとしてください。 

  

 応募フォーム：https://forms.office.com/r/dEkNYJ5csz 

 補足資料提出 URL：https://mext.ent.box.com/f/4846860acc30466dae3374dce0a02652 

 

６．情報提供資料の取扱いについて 

 応募者から提出された情報提供資料は、文部科学省初等中等教育局学びの先端技術活用推進室により、

学校教育における先端技術の利活用に向けた検討のための参考資料として活用します。なお、頂いた情

報をもとに実証事業を行うにあたっては、あらためて公募を行う予定です。このとき、RFI で情報提供を

行った者が必ず採択されるものではないことをご了承ください。 

 また、応募者から提出された情報提供資料は、当室のみの取扱いとし、そのまま対外的に公表すること

はいたしません。ただし、一定の整理を行い、提案者に確認をとったうえで公表する可能性があります。

このため、特に、公知情報ではないものについては、関係者の了解を得たうえで情報提供行ってくださ

い。情報提供内容に関し、応募者が保有する知的財産権（著作権、特許権等）は、応募者に留保されます。

応募者の情報については、本 RFI の目的に沿って適切に管理します。 

 

７．その他留意事項 

 ・情報提供に係る費用は、すべて応募者が負担するものとします。 

・本 RFI の対象以外の施策・事業等に関する一般的な提案・意見等は受け付けません。 



 

 ・実際の実証事業の公募について、必ずしも同様のテーマで募集を行うとは限りません。 

 

８，参考資料 

学校教育における先端技術に関する取組について、以下 URL のウェブサイト等を参照ください。 

 

令和 7 年度 次世代の学校・教育現場を見据えた先端技術・教育データの利活用推進(最先端技術及

び教育データ利活用に関する実証事業） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_03203.html 

 

令和 7 年度実証研究概要 

https://www.mext.go.jp/content/20250821-mxt_shuukyo01-000040942-001.pdf 

 

８，問い合わせ先  

文部科学省初等中等教育局学校情報基盤・教材課 

学びの先端技術活用推進室 菅野・伊勢本 

メールアドレス：manabisentan@mext.go.jp 


